
※決算説明書/事業評価シートの用語等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

款 項 目

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源

の割合

合計

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信

・共有化
業務適正化

事業の

成果・効果

財源内訳 見直し・点検進捗評価

施策事業名

事業目的

令和７年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名

課　名

事業内容

← 予算科目における「目」の下の分類です。（決算書には表示されていません。） 

なお、Ⅱの個別事業は、この施策事業をさらに細分化した分類で、予算書の説

明欄に表示されている事業です。 

また、特別会計及び企業会計は、内容により任意で区分しています。 

                 ↑ 

見直し・点検進捗評価の基準は、上の表のとおりです。 

凡例 

評価の項目 評価
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3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

見直し・点検を実施中。

見直し・点検を実施していない。

業務適正化

見直し・点検を実施していない。

具体的な改善を実施済み。又は、見直し・点検を実施したが課題や改
善点はない。

見直し・点検を実施し、課題は明確となり改善策を検討中。又は、改
善は翌年度に実施。

情報発信
・共有化

具体的な改善を実施済み。又は、見直し・点検を実施したが課題や改
善点はない。

見直し・点検を実施し、課題は明確となり改善策を検討中。又は、改
善は翌年度に実施。

見直し・点検を実施中。
又は内部管理事務である。

○情報発信は、対象者に確実に伝わるよう表現方法・発信手法
を検討したか。
○市民に発信した重要な情報は市役所内の他部署とも共有でき
ているか。
〇他市町に無いような施策については市の魅力としてPRする工
夫をおこなったか。

○デジタル化等による業務の効率化を検討したか。
○業務上のミス防止策を検討したか。
〇業務の縮小、廃止も視野に入れて見直しを実施したか。
〇業務に要する担当者数が適正であるか見直しを実施したか。

見直し・点検を実施していない。

利便性向上

着眼点 評価基準

具体的な改善を実施済み。又は、見直し・点検を実施したが課題や改
善点はない。

見直し・点検を実施し、課題は明確となり改善策を検討中。又は、改
善は翌年度に実施。

見直し・点検を実施中。

○慣例や前例にとらわれず、「使いやすさ」「わかりやすさ」
が向上するよう、運用や申請フォームの変更を検討したか（添
付書類の省略等を含む）。
〇デジタル化等の手法により、利用者の負担軽減できないかを
検討したか。
〇窓口短縮による影響を軽減できないかを検討したか。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和７年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

財

源
内

訳

令和７年度に見直しを
実施した事項

令和８年度に見直しを

実施している事項

今後見直しを検討する事項

⑤目標の
達成度

⑥改善の

取組状況

③受益の
公平性

④ニーズ

の把握

①市実施
の妥当性

②事業の

必要性

一般財源の割合 - - - 

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 - - - 

一般財源 - - - 

国県支出金 - - - 

地方債 - - - 

R6決算 R7決算 R8予算

- - - 

評価チャート

0

1

2

3

4

①市実施

の妥当性

②事業の

必要性

③受益の

公平性

④ニーズ

の把握

⑤目標の

達成度

⑥改善の

取組状況

評
価
基
準
は
、
次
頁
の
表
の
と
お
り
で
す
。→

 

◎「Ⅴ：業務の見直し・点検」と「Ⅵ：課題とその対応策及び今

後の方向性」について 

令和７年度事業の評価にあたっては、まずは当該事業の担当者

（責任者）が１年を振り返って洗い出した課題等について、令和

８年度以降にどうやってそれを解決、改善していくのかという検

討を行い、一定の結論を出しています。特に人事異動があった場

合を想定していますが、後任の担当者（責任者）が引き継ぎにお

いて評価を確認することで、令和８年度における事業の実施に活

かせると考えています。 

単に年度末に評価を行って終わりとするのではなく、この時期

（決算時）に課題解決の進捗等を確認し、議会等への説明を行う

ことにより、自身が行った評価を再確認することで、あるいは、

担当者が変わっても確実にＰＤＣＡサイクルのチェックとアクシ

ョンを連動させることを狙いとしています。 



評価基準 

 

 

 

 

評価の観点 評価
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3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

4

3

2

1

着眼点 評価基準

法令等により、市が実施することとされている。（根拠は分析欄に記載「○○

法第○○条により市で実施。」など）

民間での実施可能性はあるが、現状では採算性がない等で十分なサービスの供

給が期待できない。

他地域では民間による十分なサービスの供給が行われている。又は、国県で十

分なサービスが供給されている。

多数（人口の10％以上）の市民が対象となる事業である。又は、多数の市民が

恩恵を受ける事業である。

少数（人口の10％未満）の市民しか対象となっていない事業であるが、相応の

負担を求めて実施している事業である。

少数（人口の10％未満）の市民しか対象となっていない事業である。又は、少

数の市民しか恩恵を受けていない事業である。

特定の個人、団体等を対象とする事業である。

市民アンケートなどで、受益者（利用者）以外の市民の意見も収集している。

利用者アンケートなどで、1年以内の受益者（利用者）のニーズを把握してい

る。

1年以上前のものであるが受益者（利用者）のニーズを把握している。

受益者（利用者）のニーズを把握していない。

目標を達成した。（数値化すれば100％以上）

目標に少し届かなかった。（数値化すれば80％以上）

目標を立てていない。

目標に届かなかった。（数値化すれば80％未満）

①市実施

の妥当性

②事業の

必要性

③受益の

公平性

④ニーズ

の把握

⑤目標の

達成度

⑥改善の

取組状況

業務の見直し・点検の進み具

合

個別事業ごとの見直し・点検進捗評価（利便性向上、情報発信・共有化、業務

適正化）の平均値を改善の取組状況としている。

※平均値の小数点以下は切り捨て。

年度当初の目標・計画に対し

ての達成度はどうであったか

R5予算説明書の目標・計画に

対しての達成度で評価する

市が実施主体としてやらなけ

ればならない事業なのか。

経済危機等で当市の財政状況

が著しく悪化した場合におい

ても、市がヒト・モノ・カネ

を使い事業を継続する必要性

があるか。

その事業によって恩恵を受け

る市民の範囲

※経済効果を狙う事業等は、

その効果を受ける市民を評価

基準とする

事業の方向性、検証のための

市民ニーズの把握はできてい

るか

事業の開始時に比べ実施の必要性が低下しつつ（又は、あいまいとなりつつ）

ある事業である。

採算性がない等で民間のサービス供給は全く期待できず、国県でも十分なサー

ビスの供給がない。

市民の日常生活（趣味・教養などは除く）に直結している事業であり、現行水

準での継続が必須な優先度の高い事業である。

市民の日常生活（趣味・教養などは除く）への影響は大きいが、非常時におい

ては縮小もやむを得ない事業である。

市民の日常生活（趣味・教養などは除く）への直接的な影響は小さく、財政状

況が回復するまで停止することが可能な事業である。又は、内部管理事務。

年度当初の目標・計画に対し

ての達成度はどうであったか

R7予算説明書の目標・計画に
対しての達成度で評価する


